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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡 

令和７年８月２０日 

件   名 
令和６年度社会福祉法人および障がい福祉サービス事業所に対する指

導監査の実施結果について 

所管部課名 福祉部 福祉管理課 

内   容 

足立区が所轄する社会福祉法人に対して、社会福祉法第５６条第１項に

基づく指導監査を実施した。また、社会福祉法人が運営する障がい福祉サ

ービス事業所に対して、障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律第１０条に基づく指導監査を実施した。 

１ 指導監査の実施法人数・実施結果 

指導監査実施計画に基づき、原則３年に１回、指導監査を実施。 

（１）社会福祉法人 

 令和５年度 令和６年度 

所轄法人数 ３１ 

実施数 ８ １１ 

実施結果 

（法人数） 

文書指摘 ７  ９ 

口頭指摘 ８ １１ 

助言 ６ １１ 

（２）障がい福祉サービス事業所 

 令和５年度 令和６年度 

所轄事業所数 ５８ 

実施数 １７ １８ 

実施結果 

(事業所数) 

文書指摘  ７  ７ 

口頭指摘 １６ １８ 

助言 １１ １５ 

 ※ 詳細は、別添「令和６年度社会福祉法人指導監査報告書」参照 

２ 主な指摘内容 

（１）評議員会の招集に際し、日時及び場所、議題等が理事会の決議によ

り定められていない。 

（２）計算書類を補足する附属明細書が不足している。 

（３）監事の選任時に在任監事から同意を得ていない。 

３ 令和７年度の予定 

（１）社会福祉法人の指導監査      ：１１法人 

（２）障がい福祉サービス事業所の指導監査：２０事業所 

４ 指導監査報告書の配布等 

  指導監査報告書を区ホームページに掲載するとともに、各社会福祉法

人等に配布し、指摘事項の再発防止について注意喚起をしていく。 
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡 

 令和７年８月２０日 

件  名 「令和６年度あだち物価高騰支援臨時給付金」支給実績について 

所管部課 福祉部 生活・暮らし臨時給付金担当課 

内  容 

 国の交付金事業（全額交付）として実施した下記三種類の給付金について、

令和７年５月３０日をもって申請期限が終了したので実績報告する。 

 

１ 支給実績 

（１）令和６年度住民税非課税世帯（１世帯３万円） 

項目 数値 

当初想定世帯数 ９８，０００世帯 

支給世帯数 ８９，０５３世帯 

支給金額 ２，６７１，５９０千円 

（２）令和６年度住民税均等割のみ課税世帯（１世帯３万円） 

項目 数値 

当初想定世帯数 ９，０００世帯 

支給世帯数 ７，８８７世帯 

支給金額 ２３６，６１０千円 

（３）令和６年度低所得の子育て世帯へのこども加算（児童１人２万円） 

項目 数値 

当初想定数 ７，０００世帯（１２，０００人） 

支給世帯数 ６，３１５世帯 

支給児童数 １０，５１７人 

支給金額 ２１０，３４０千円 

  ※ 令和６年度低所得の子育て世帯へのこども加算 

主な対象要件…上記 1（1）または（2）を受給した世帯のうち、世帯 

内に生計を同一にする 18 歳以下（平成 18 年 4 月 2 日 

生まれ以降）の児童がいる世帯への加算 

新生児への支給…国が示す運用に基づき、こども加算の要件を満たす 

世帯で令和 7 年 7 月 31 日までに出生した新生児が 

いる世帯へ、区から振込事前案内等を送付 

基準日翌日（令和 6 年 12 月 14 日）以降の新生児は 

130 人程度 

 

２ 申請勧奨の取り組み 

（１）未申請世帯に再勧奨のお知らせを実施 

（２）あだち広報、区ホームページ、ＳＮＳを活用し、随時、申請期限の周知

を実施 

3



３ 専用コールセンター・申請相談支援窓口の設置 

（１）専用コールセンター 

ア 開設期間   令和７年１月６日～令和７年６月３０日 

イ 対応総件数  １０，９９０件 

ウ 執行体制   委託事業者 

    １月 ６日（月）～１月２０日（月）： ３回線 

    １月２１日（火）～２月２１日（金）：１５回線 

    ２月２５日（火）～３月３１日（月）：１０回線 

    ４月 １日（火）～５月３０日（金）： ５回線 

    ６月 ２日（月）～６月３０日（月）： ３回線 

【専用コールセンター月別件数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な問い合わせ内容】 

① 自分が支給対象かどうか教えてほしい 

② いつ振り込まれるか教えてほしい 

（２）申請相談支援窓口（区役所中央館１階アトリウム） 

ア 開設期間   令和７年１月２２日～令和７年６月２０日 

イ 対応総件数  ２，０４３件 

ウ 執行体制   委託事業者 最大４名／日 

【申請相談支援窓口月別件数】 
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡 

令和７年８月２０日 

件   名 足立区障害者就労施設等からの令和６年度調達実績について 

所管部課名 
福祉部 障がい福祉課 

衛生部 足立保健所 中央本町地域・保健総合支援課 

内  容 

「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法

律（障害者優先調達推進法）」に基づき、区では「足立区障害者就労施設等か

らの調達推進方針」を策定し、優先的に障害者就労施設から物品等の調達に

努めることで、施設で就労する障がい者等の経済面での自立を促進してい

る。 

令和６年度の区の調達の実績は、以下のとおりである。 

１ 区調達実績件数及び金額 前年度から 7,067,205円の増 

  令和６年度 35課・76件 91,764,141円 

 （令和５年度 33課・61件 84,696,936円） 

【内訳】                （ ）内は令和５年度実績 

内容 件数 金額(円) 主な内訳 

封入封緘発送 
17 
(14) 

22,324,480 
(19,986,536) 

通知・案内等の封入封緘 

印刷 
35 
(24) 

9,599,200 
(4,523,035) 

ポスター、ちらし、ステ
ッカー等の印刷 

建物等清掃 
9 
(9) 

40,821,817 
(40,528,392) 

本庁舎、福祉課、保健セ
ンター等の清掃委託 

その他 
15 
(14) 

19,018,644 
(19,658,973) 

声の広報作成、施設管理
委託、貸与被服の購入等 

合計 
76 
(61) 

91,764,141 
(84,696,936) 

15件、7,067,205円増 
前年度比＋8.3％ 

２ 調達実績・金額の推移 
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３ 令和５年度実績から主な増減 

（１）新規 23件  4,134,567円 

① 音声コード付封筒印刷（障がい援護課）       1,713,932円 

② 廃食油回収ＰＲチラシ印刷（ごみ減量推進課）   278,300円 

 

（２）増額 39件 55,145,912円（＋6,034,781円） 

① 予防接種予診票印刷（保健予防課）          1,923,790円 

（＋1,079,980円） 

② 封入封緘委託（納税課）               2,389,088円 

（＋699,208円） 

（３）減額 7件  8,987,336円（▲2,338,169円） 

① ごみ収集作業員貸与ヘルメット等購入（足立清掃事務所） 

3,839,880円 

（▲1,920,996円） 

   ② 封入封緘委託（こころとからだの健康づくり課） 433,125円 

（▲219,829円） 

 

（４）廃止 8件   ▲763,974円 

① 保育施設利用届等印刷（保育・入園課）       ▲323,400円 

② 窓あき封筒印刷（障がい福祉課）          ▲139,700円 

 

４ 今後の方針 

（１）庁議等を通じて周知し、引き続き優先調達への取り組み強化を促

し、障がい者の自立を促進していく。 

（２）調達実績について、区ホームページに掲載する。 

 

障害者優先調達推進法について 

障害者就労施設で就労する障がい者や在宅で就業する障がい者の経済面

の自立を進めるため、国や地方公共団体、独立行政法人など公の機関が、

物品やサービスを調達する際、障害者就労施設等から優先的・積極的に購

入することを推進するために制定された法律である。 

この法律に基づき、地方公共団体（都道府県、区市町村）等は、毎年

度、障害者就労施設等からの物品等の調達方針を作成するとともに、当該

年度の終了後、調達の実績を公表している。 
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡 

   令和７年８月２０日 

件   名 「あだち脳活ラボ」の利用状況および新たな取組について 

所管部課名 福祉部 高齢者施策推進室 高齢者地域包括ケア推進課 

内  容 

「あだち脳活ラボ」の利用状況および新たな取組について、以下のとおり概要

を報告する。 

１ 利用状況（令和７年７月末時点）【令和７年度目標値】 

（１）「あだち脳活ラボ」登録状況（実人数） 

   ３，３７４人【３，５００人】 

   達成率：９６.４％ 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）Ｊ-ＭＣＩ（もの忘れチェック）利用状況（実人数） 

   １，７６１人【２，０００人】 

   達成率：８８.１％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフ１：年齢別内訳 グラフ２：性別内訳 

グラフ３：年齢別内訳 グラフ４：３段階評価内訳 

※ 「もうちょっと」の判定がでた５０歳以上の 

区民には、ＬＩＮＥのプッシュ通知で「あだちオ 

レンジチェック（認知症検診）」の受診をご案内 
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（３）動画配信視聴者数（実人数） 

１，０９２人【１,０００人】 

達成率：１０９.２％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「あだち脳活ラボ」を活用した新たな取組について 

（１）概要 

   「あだち脳活ラボ」のポイントが取得できる二次元コードを協力施設に

常設設置し、高齢者の「通いの場」として外出・運動・社会参加の習慣化

を後押しする。 

（２）協力施設 

  ア 地域学習センター １４か所 

  イ 住区センター   ５１か所（鹿浜いきいき館・悠々会館含む） 

  ウ 区内浴場施設   ２３か所 

※ 協力施設は順次拡大予定 

（３）開始時期 

   令和７年８月上旬から順次開始 

（４）取得ポイント 

   ２０ポイント/各施設 

  ※ 同施設１日１回まで 

※ 取得したポイントは、ＱＵＯカードペイが当たる「あだち脳活ラボ」

ガラガラ抽選への参加（６５歳以上の区民のみ）や、プロフィール画像

に登録された自分のキャラクター変更等に活用可能。 

 

３ 今後の方針 

  「あだち脳活ラボ」の利用拡大および継続利用促進のため、あだち広報や

ホームページ、区ＳＮＳ等を活用した周知に引き続き取組んでいく。 

 
 
 

グラフ６：総視聴回数の推移 グラフ５：ジャンル別視聴回数内訳 
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡 

  令和７年８月２０日 

件   名 令和７年度認知症月間の取組みについて 

所管部課名 福祉部 高齢者施策推進室 高齢者地域包括ケア推進課 

内   容 

足立区では、平成３０年より世界アルツハイマー月間（※１）にあわせ、

９月を「認知症月間」として認知症に関する普及啓発を実施している。令和

７年度の取組みを以下のとおり実施する。 

※１ 国際アルツハイマー病協会が認知症への理解をすすめ、本人や家族

への施策に充実を目的に９月を世界アルツハイマー月間として、世界

各国で啓発活動を行う期間。 

１ 目的 

早いうちから認知症について正しく知るとともに、区の認知症施策の取

組みについての情報を得るきっかけづくりを行う。 

２ 対象 

区民 特に４０代から５０代をターゲットとする。 

家族や自分自身の異変に早目に気づき、早期対応を促す。 

３ 内容 

（１）イベント及びパネル展示 

（２）認知症施策に関するオンラインアンケートの実施 

  ア 内容 

令和６年１２月に国で策定した認知症基本計画に盛り込まれた 

「新しい認知症観」（※２）の理解についてを設問に加える。 

※２ 認知症になってもやりたいことやできることはあり、住み慣れ

た地域で仲間などとつながりながら、希望をもって自分らしく暮

らし続けられるという考え方 

  イ 実施期間  

８月２５日（水）から９月３０日（火） 

 認知症ＶＲ体験 

（大内病院認知症疾患医療センター協力） 

認知症に関する 

パネル展示 

日程 9月 20日（土）、21日（日） 
①9月 10日（水）から 9月 24日（水） 

②9月 20日（土）、21日（日） 

場所 アリオ西新井 
①足立区役所アトリウム 

②アリオ西新井 

内容 
認知症の方の日常生活を

ＶＲで体験 

認知症の正しい理解や脳の健康維持等

啓発のための情報や、区が実施する認

知症に関する取組みを紹介 

定員 
各日定員 120名 

（計 240名） 
 

その他 
「あだち脳活ラボ」 

ガラガラ抽選会 
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４ 周知方法 

（１）普及啓発用リーフレット、ポスター、ポップを区内医療機関、薬局、

駅、商業施設、区の関連施設（区民事務所、住区センター、保健セン 

ター等）に掲示 

（２）区のホームページに月間の取り組みを掲載 
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡 

令和７年８月２０日 

件   名 東京都シルバーパスの一斉更新手続きについて 

所管部課名 福祉部 高齢者施策推進室 高齢者地域包括ケア推進課  

内   容 

１ 概要 

東京都シルバーパスは、有効期限（１０月１日から翌年９月３０日まで）

に合わせて、毎年一斉更新手続きが実施されている。 

現在、東京都シルバーパスを持っている方のうち１，０００円パスの更

新手続き案内について、令和６年度に引き続き所得確認を伴う郵送方式で

以下のとおり実施される。 

２ スケジュール・期間等 

（１）１，０００円パスを持っている足立区民に対する更新案内が原則とし

て７月中旬頃に送付される。 

（２）更新を希望する方は、所得確認書類を同封し更新申請書を８月３１

日までに投函する。 

（３）払込票が更新申請者の自宅に届く。 

（４）入金後、１０月１日までに新しいシルバーパスが自宅に届く。 

※ １２，０００円パスの更新案内は８月上旬頃に送付。 

３ 分かりやすい手続きに向けた令和７年度からの変更点 

（１）シルバーパス専用電話の拡充（９月末までは土日を含む毎日の対応） 

（２）更新案内書類を高齢者に分かりやすく工夫 

（３）余裕のある申請書の提出期限（８月３１日までの約１か月半） 

（４）更新手続きに不安のある高齢者に対応するため郵便局を会場とした

対面サポートの実施 

  ア 足立区の会場 

    足立西郵便局（足立区西新井本町４－４－３０） 

  イ 開催期間 

８月１日～８月２９日、９月１６日～９月３０日（土日祝日を除く） 

（５）オンライン申請の導入（オンライン申請の場合は所得確認書類が不要） 

４ 利用者負担 

（１）１，０００円／年 

令和７年度住民税が【非課税】の方、又は令和６年の合計所得金額が 

１３５万円以下の方 

（２）１２，０００円／年 

令和７年度住民税が【課税】の方 

（令和６年合計所得金額が１３５万円以下の方を除く） 

※ 令和６年度までの２０，５１０円から変更。 
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５ 周知方法 

（１）東京都広報（７月号）、都ホームページ 

（２）あだち広報（７月１０日号に掲載済み） 

（３）区ホームページ（掲載済み） 
 

６ 問い合わせ先 

（一社）東京バス協会 シルバーパス専用電話 

０３－５３０８－６９５０ 

※ ９月末までは毎日午前９時から午後６時まで 

１０月以降は平日の午前９時から午後５時まで 
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡 

令和７年８月２０日 

件   名 
足立福祉事務所職員の社会福祉主事任用資格保有状況（令和７年４月１日時

点）について 

所管部課名 福祉部 足立福祉事務所 生活支援推進課 

内   容 

福祉事務所の査察指導員及び現業員（地区担当員及び面接相談員）は社会福

祉主事でなければならないと社会福祉法（以下、「法」という。）第１５条に規

定されている。 

令和８年度の組織定数の検討を行うにあたり、あらためて所内の対象職員に

対して調査を行い、令和７年４月１日時点の社会福祉主事任用資格保有状況を

まとめたので報告する。 

 

１ 社会福祉主事任用資格保有状況の調査方法 

  社会福祉主事任用資格の取得要件を反映したチェックリスト（別紙）によ

り状況を確認した。以下の（１）から（５）のいずれかの要件を満たしてい

れば、国や自治体へ申請手続き等を行うことなく任用資格が認められる。 

任用資格の取得要件 根拠 

（１）大学等において社会福祉に関する科目を３

科目以上修めて卒業した者 
法第１９条第１号 

（２）都道府県知事の指定する養成機関又は講習

会の過程を修了した者 
法第１９条第２号 

（３）社会福祉士 法第１９条第３号 

（４）厚生労働大臣の指定する社会福祉事業従事

者試験に合格した者 
法第１９条第４号 

（５）精神保健福祉士等 法第１９条第５号 

 

２ 社会福祉主事任用資格の保有状況（令和７年４月１日時点） 

課 
査察指導員及び 

現業員※１数 (a) 

左記のうち 

資格保有者数(b) 

保有率※２

(b/a) 

中部第一福祉課 ５３名 ２９名 ５４．７％ 

中部第二福祉課 ４７名 ３７名 ７８．７％ 

千住福祉課 ２９名 ２６名 ８９．７％ 

東部福祉課 ４６名 ３４名 ７３．９％ 

西部福祉課 ４６名 ３６名 ７８．３％ 

北部福祉課 ５６名 ４４名 ７８．６％ 

計 ２７７名 ２０６名 ７４．４％ 

  ※１ 地区担当員及び面接相談員 

  ※２ 法定の保有率は１００％ 
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３ 今後の方針 

（１）資格未保有者に対して毎年度、計画的に社会福祉主事資格認定通信課程

を受講させ、資格保有率の向上を図る。 

（２）社会福祉主事任用資格を保有する職員の各福祉課への優先的な配置及び

各福祉課の保有率に偏りが生じない配置を人事課と協議する。 
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別紙　資格取得状況チェックリスト

チェック

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□ 精神保健福祉士等 社会福祉法第19条第5号

厚生労働大臣の指定する社会福祉事業従事者試験に合格した者（現在は実施されていない） 社会福祉法第19条第4号

リハビリテーション、リハビリテーション医学

看護、基礎看護

介護福祉、介護、介護知識、介護の基本

栄養、栄養指導、栄養（・）調理、基礎栄養学

家政

都道府県知事の指定する養成機関又は講習会の過程を修了した者
（中央福祉学院社会福祉主事資格認定通信課程　等）

栄養学

家政学

リハビリテーション論

看護学

介護概論

公衆衛生学

医学一般

□ 社会福祉法第19条第２号

社会福祉士 社会福祉法第19条第3号

↑

　
右
記
科
目
名
に
３
つ
以
上
チ

ェ
ッ
ク
が
つ
い

た
ら
該
当

法律学、基礎法学

民法総則

－

経済、基礎経済

社会政策、労働経済

心理学

社会学

教育学

倫理学

民法

－

心理、心理学理論と心理的支援、心理学と心理的支援

社会理論と社会システム、社会学と社会システム

□

行政法

経済学

社会政策

経済政策

障害者に対する支援と障害者自立
支援制度、障害者福祉、障害福祉、
障害児（・）者福祉
（身体障害者福祉、知的障害者福
祉、精神障害者保健福祉の内容を
全て含んでいるものに限っては身
体障害者福祉論、知的障害者福祉
論、精神障害者保健福祉論の３科
目に該当する。）

地域福祉、協同組合、コミュニティ（ー）ワーク、コミュニティ（ー）オーガニゼーション、地域福祉の理論と方法、地域福祉と包括的支援体
制、コミュニティ（ー）福祉

□

□

□

医学知識、医学、医学入門、一般臨床医学、人体の構造と機能及び疾病、人体の構造（・）機能（・）疾病

老人福祉論

医療社会事業論

地域福祉論

老人福祉、高齢者福祉、高齢者保健福祉、高齢者に対する支援と介護保険制度

医療社会事業、医療福祉、医療ソーシャルワーク

法学

２　障害者福祉、障害福祉、心身障害者福祉、障害児
（・）者福祉
（知的障害者福祉論内容を含んでいるものに限って
該当する。）

知的障害者福祉論

障害者福祉、障害
福祉、心身障害者
福祉、障害児（・）
者福祉
（身体障害者福祉と知的障害者福祉の内容
を含んでいるものに限っては身体障害者福
祉論と知的障害者福祉論の２科目に該当す
る。）

精神障害者保健福祉、精神保健福祉、精神衛生、精神保健、精神医学、精神障害者福祉精神障害者保健福祉論

１　身体障害者福祉

２　障害者福祉、障害福祉、心身障害者福祉、障害児
（・）者福祉
（身体障害者福祉の内容を含んでいるものに限って
該当する。）

身体障害者福祉論

１　知的障害者福祉

教育

倫理

公衆衛生

１　家庭福祉、母子福祉、母子寡婦福祉、婦人保護、ファミリーサポート、
家族援助

２　「児童・家庭に対する支援」と「児童・家庭福祉制度」並びに「児童福祉
論」及びその読替の範囲に含まれる科目のいずれかの２科目

家庭福祉論□

児童や家庭に対する支援と児童・家庭福祉制度、児童・家庭福
祉

保育保育理論

１　児童福祉、児童家庭福祉、子ども家庭福祉、こども家庭福祉

児童福祉論□

２　「児童・家庭に対する支援」と「児童・家庭福祉制度」並びに「家庭福祉
論」及びその読替の範囲に含まれる科目のいずれかの２科目

社会福祉行政論
社会福祉行政、社会福祉行財政、福祉行財政、社会福祉法制、社会福祉法、社会福祉計画、ソーシャルプランニング、福祉行財政と福祉
計画

社会保障論 社会保障、社会保障制度と生活者の健康、社会保障制度

公的扶助、生活保護、生活保護制度、低所得者に対する支援と生活保護制度、貧困に対する支援公的扶助論

□ 社会福祉調査論
社会調査統計、社会福祉調査、社会福祉統計、社会福祉調査技術、ソーシャルリサーチ、福祉ニーズ調査、社会調査の基礎、社会福祉調
査の基礎、社会調査

□

３　「ソーシャルワークの基盤と専門職」、「ソーシャルワークの基盤と専門職（専門）」、「ソーシャルワークの理論と方法」「ソーシャルワーク
の理論と方法（専門）」の４科目

□ 社会福祉施設経営論
社会福祉施設経営、社会福祉施設運営、ソーシャルアドミニストレーション、社会福祉管理、社会福祉管理運営、福祉サービスの組織と経
営

２　「相談援助の基盤と専門職」及び「相談援助の理論と方法」の２科目

社会福祉、社会事業、社会保障制度と生活者の健康、現代社会と福祉、社会福祉の原理と政策

根拠任用資格の取得方法

社会福祉法第19条第１号

読み替えの範囲（※　疑義がある場合や平成12年以前の卒業者等は詳細を厚生労働省HPで確認）

大学等において社会福祉に関する科目を３科目以上修めて卒業した者

１　社会福祉事業史、社会福祉発達史、社会事業史、社会福祉の歴史

２　日本社会福祉事業史と西洋社会福祉事業史の２科目

１　社会福祉援助技術、社会福祉方法、社会事業方法、ソーシャルワーク、相談援助

科目名

社会福祉概論

□ 社会福祉事業史

□ 社会福祉援助技術論
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厚 生 委 員 会 情 報 連 絡 

令和７年８月２０日 

件   名 社協ヘルパーステーション閉鎖後の同行援護事業の状況について 

所管部課名 足立区社会福祉協議会、福祉部 福祉管理課 

内   容 

 利用者減に伴う社協ヘルパーステーション※１閉鎖（令和５年１２月厚生

委員会報告済み）後の同行援護事業※２の状況について報告する。 

※１ 社協ヘルパーステーション 

   障害者総合支援法に基づく視覚障がい者ガイドヘルパー派遣（同行援

護）を、社協が直営で行っていた事業所（西竹の塚 2-3-16） 

※２ 同行援護事業 

   目が不自由で移動が困難な方の外出に同行して必要な情報提供や安

全確保などを行うサービス 

 

１ 社協同行援護の利用者の推移 

  社協の同行援護のみの利用者数(各年度当初)の推移は以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 民間ヘルパーステーションからの要望 

  区内に８０か所以上ある民間ヘルパーステーションのうち、複数の事業

所から、同行援護事業に従事するに際して必要な資格取得のための養成研

修を実施してほしい旨の要望が社協に寄せられている。 

 

３ 社協としての今後の方針 

  同行援護事業の実施主体から養成研修の実施主体への転換を念頭に、社

協としての今後の方針を以下のとおりとする。 

（１）利用者のスムーズな移行 

   社協の同行援護事業を今年度末で終了させる方向で、利用者を区内の

他のヘルパーステーションに個別かつ丁寧に引き継いでいく。 

（２）同行援護従事者養成研修の実施方法の検討 

   民間ヘルパーステーションから要望が寄せられている養成研修につ

いて、社協としての実施方法等を検討していく。 
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社協のみと契約している利用者数

 

単位：人 
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